
特集 人周の行動モデル

市街地の変動状態と

その選移過程のモデル化に関して

佐藤滋

本論は居住環境計画を行なう立場から，市街地

の変動状態を設定し，その遷移過程をモデル化す

ることの有効性を論じ，その方法について若干の

検討を行なう.

1. 居住環境計画と市街地変動

市街地において，最も身近な近隣における居住

環境から，市街地全体の人口配置や土地利用，あ

るいは広域的な地域を単位とした開発構想など，

さまざまな空間レベルにおける各種の計画を作成

し，実行するための技術を計画技術とし、う言葉で

総称すると，その計画技術の軸になる概念として

筆者は密度を想定している.密度とは「要素の場

の機構に対する相対値である J ([ 4J より)と概念

規定ができ，この概念を尺度化したものが人口密

度，容積率などの密度指標である.一般に，密度

が高くなり過ぎた過密の状態は，さまざまな空間

レベルで、環境悪化をもたらすことになり，住宅地

においては日照，通風や子供の遊び場など種々の

居住環境の悪化をもたらすことが知られている.

さて，このような密度概念を用いて居住環境計

画を組み立てる方法論は，配置論，規制論，誘導

論という 3 つの技術論により構築することができ

る.市街地全体など，ある限定された空間の中で，

人間や建築物の密度がどのように配置されるべき
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かを論ずる配置論，その配置を実現し望ましい居

住環境を創出するために個々の敷地や街区でどの

ように密度を制御すべきかを論ずる規制論，そし

て規制論と配置論をつなぎ，現状から望ましい状

態へいかに導くかを論ずる誘導論の 3 つの計画技

術論である.

そしてこれらの計画技術に対応する実態分析の

枠組みは，配置論に対応する分布論，規制論に対

する闘値論，誘導論に対する変動論の 3 つで組み

立てられる.計画技術としての配置論を論ずるた

めには，現実の市街地の中で密度がどのように分

布し，その分布が居住環境の上でどのような意味

をもっているのかを明らかにし，将来の望ましい

密度の分布はどのようなものであるかを論じなけ

ればならない.また密度規制によりある一定の水

準の居住環境を実現しようとするとき，有効な密

度指標を見つけ出し，その指標と実質的な環境の

質との関連を明らかにしたうえで，規制の論拠と

なる闇値を設定することが必要である.そして時

間の流れの中で密度と居住環境の変動過程とその

メカニズムを明らかにし，誘導手法の立案のため

の基礎的情報とすることが必要で、ある.

本論はこのような居住環境計画の方法論におけ

る変動 誘導論に関する論究である.屑住環境の

誘導を有効に行なうためには，現在市街地がどの

ような変動の状態にあるのか，またその変動状態

はどのようなメカニズムで遷移するのかを明らか
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にすることが必要であり，それをもとにその変動

過程に介入し，望ましい方向に居住環境を導く誘

導論が組み立てられることになる.以下，密度を

尺度として市街地の変動状態の遷移過程とそのメ

カニズムを明らかにし，それをモデル化する方法

について検討を行なう.

2. 市街地変動状態の宅デル化1)

市街地の変動状態をモデル化するためには，ま

ず第 1 に変動を表現する空間の単位を設定しなく

てはならない.市街地全体や地区，街区あるいは

500m メッシュなど， ある方針のもとに区分され

た空間単位を用いて，その変動を表現することが

できるが，ここでは市街地全体の変動を表わす単

位として人口集中地区を用い，これにより市街地

変動状態のモデル化の検討を行なう.

2.1 人口集中地区幻の変動状態の設定

人口集中地区とは，国勢調査の人口統計を用い

て，人口密度が40人/ha 以上で5000人以上がまと

まって居住している地区のことである.統計上は

市町村など行政区分ごとに設定されているが，こ

こでは行政区界を越えて連担しているものも l つ

の人口集中地区とみなすことにする.したがって

ここで扱う人口集中地区は，人口 5000人を少し上

回る小さな町程度のものから，東京を中心とした

人口 2000万人にもおよぶ巨大な連担市街地が含ま

れることになる.

次に，変動を表現する時間であるが，人口集中

地区に関する資料は昭和35年から昭和50年まで 5

年ごとに 4 時点で得ることができ，これを用いれ

ば変動を表現する 5 年間の期聞が 3 期設定される

ことになる.

次に人口集中地区 (D 1 D) がこの 5 年間に変

動した様子を表現するためにその規模と密度変化

を用いて分析するが，それぞれ以下に定義する市

街化指数変化率と市街地人口密度変化率を用いる

こととする.

1982 年 2 月号

，Ji街化指数ヨ変化率

N 

l::rr 
図 1 市街地変動状態の設定

-市街化指数む=市街地人口×市街地面積

=DID人口 xDID面積(万人・km2)

.市街地人口密度=市街地常住人口/市街地面

積=DID人口 /D 1 D面積(人/km2 )

・市街化指数変化率=(n+5) 年度の市街化指

数/n 年度の市街化指数

・市街地人口密度変化率= (n+5) 年度の市街

地人口密度/π 年度の市街地人口密度

以上の市街化指数変化率と市街地人口密度変化

率を用いて市街地の変動状態を図 l に示すように

6 つの状態に区分する.それぞれの状態は以下の

内容を示している.

① I 型は人口密度が低下しつつその規模を拡大し

ている状態であり，市街地周辺部で面的拡大が

おきている現代日本における最も典型的な変動

状態である.

②H型， N型は急激に規模が拡大している状態で

あり，東京，大阪，名古屋などの大都市圏にお

いてこのような状態が多く表われている.この

中でもN型はきわめて急激な拡大状態にあり，

これは人口 10万人以上の比較的規模の大きな市

街地ではほとんど見られない.

③E型は人口密度が大幅に低下する状態であり，

市街地の周辺部が低密度で未成熟なまま，大幅

に面的拡大をしている状態である.

④V型は人口密度がと昇しつつ規模を拡大してい

る状態であり，未成熟な市街地の内部が充填さ
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市街地変動状態の遷移確率

②10万人・km2以上1000万人・km2未満の全国の市街地

第 2 期 (1 965年-1970年)

表 1

①10万人・km2 未満の全国の市街地
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表 l は第 l 期(1960年から 1965年)から第 2 期

( 1965年から 1970年)，第 2 期から第 3 期(1970年

から 1975年)にかけて，市街地の変動状態がどの

ように遷移したかを遷移確率により示している.

これを見ると見らかに地方別，規模別，時期区

分により状態遷移の有様が異なることがわかるが

一般的に以下のことが観察できるわ.

① I 型からは I 型のままのものが多く，ついでVI

型へ移ったもの， 11 型， m型， V型へ遷移した

ものが多い.

れるなど，内部充実型の変動状態である.

⑤VI型は規模が縮小しており，市街地が衰退状態

にあることを示している.

このようにして市街化指数変化率と市街地人1.-1

密度変化率を用いて市街地の変動状態を設定する

ことができる.次にこのように設定された個々の

市街地の変動状態がどのように遷移をしているか

分析する.
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②E型， m型， N型からは I 型に遷移するものが

多いが， V型へ移るものも多く，特に関東，近

畿などにおいてはこの傾向が見られる.

③V型， VI型からは I 型へ遷移するものが多い.

以上のことを用いて仮説的に市街地変動状態の

遷移をモデ、ル化することができょう.すなわち成

長する市街地は I 型からまずH型，皿型， N型な

どの人口密度の低下をともなう面的に拡大する状

態に遷移し，ついで未成熟な市街地を充填する V

型に移り 1 型にもどってくるというプロセスで

ある.また衰退型市街地は I 型と VI型の間で遷移

を繰り返しているものと思われる.

3. 宅デル作成に関する検討

さてこのような状態の遷移過程をモデ、ル化する

方法については本特集の他の論文や， [IJ [2J な

どにものべられているようにオートマタ理論が有

効に用いられると考えられ，個々の市街地の状態

遷移モデルは基本的に図 2 に示す形式で作成でき

ょう.

さて，このような市街地変動状態の遷移モテ事ル

を実態に即した有効なものにするためには，以下

に示す 3 点についての検討が必要である.

①市街地の規模，立地，自然条件など状態遷移を

規制する要因を明らかにする.

②状態選移をひきおこす各種のインプットとそれ

による状態遷移のメカニズムを明らかにする.

③地方中核都市と周辺都市との関係など，それぞ

れの市街地の状態遷移モデルの結合様式に関す

る分析を行なう.

それぞれについて以下若干の検討を行なう.

3.1 状態遷移を規制する要因と漂層構造

図 2 に示した形式で市街地の変動状態の遷移は

モデル化で、きるが，この状態遷移モデルはそれぞ

れの市街地の基礎的条件により異なった遷移プロ

セスをたどるものと想定される.表 1 および図 3

に示した関東地方の例で、も明らかなように，この

1982 年 2 月号

x , 

3:1 :市街地を安定

化させるインプ

ット

3:2 :市街地を成長

方向に向かわせ

るインプット

3:3 :市街地を充実

させるインプッ

ト

3:, :成長方向を弱

めるインプット

図 2 市街地変動状態の遷移モデル

15年間におけるそれぞれの市街地変動状態の遷移

過程を観察すると，市街地の規模と立地条件が状

態遷移に大きな影響をおよぼしていることがわか

る.

すなわち市街化指数が10万人・ km2未満の小規

模市街地ではさまざまな遷移が可能であるのに，

市街化指数100万人・ km2以上の比較的規模の大き

な市街地においては， VI型の衰退する状態や， m

第 1 期(1960年一 1965年)

。

I 

.10万人・ km' 未満

.10万人・ km' 以 k
10∞万人. km2 未満

。 1000万人. km2 以上

図 3 関東地方における市街地変動状態の分布

(注) 記号は図 1 参照
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型， N型など極端に低密化や規模拡大をする状態

への遷移はほとんどなくなっており， 1 型， 11 型，

V型の聞での遷移が多くなる傾向にある.

また関東地方の例では，東京周辺の市街地で成

長型の I 型， 11 型， N型などが多い半面，北関東

では VI型の衰退型の市街地が相対的に多く存在

し，広域的な市街地の立地と状態の遷移が密接な

関連があるといえる.さらに，関東地方の東海道

線セグターは東上線セクターなどとくらべV型の

高密化しながら規模を拡大する型が多いが，これ

はこの地域で全般的に平地が少ないため，比較的

コンパグトな市街地形成がなされているためと思

われる.このような自然条件も市街地の状態遷移

には重要な影響をおよぼしているものと考えられ

る.

さて以上のベた市街地の規模，立地条件，自然

条件など，変動状態の遷移を規制する要因は，市

街地変容モデルにおける深層構造として図 4 に示

すごとく位置づけることができょう.このとき，

この 3 つの要因の組合せにより決まる深層モデル

の状態により，表 2 の形式による状態遷移モテソレ

第 2 期( 1965年一 1970年)

ン
いX叶
し
W

c 

r 

。

102 (50) 

y(変動状態)

(立地条件， 自然条件，

規模)

図 4 市街地変動状態遷移モデルと深層構造

が作成され，深層モデルの状態により，表層の変

動状態遷移モデルを選択するとし、う形式でモデル

化が可能である.

3.2 状態遷移モデルのインプ'"ト

表 1 ，図 3 などより，市街地の状態遷移は，時

期区分と明らかな関連があることがわかる.全国

的な傾向を見ると 1960年から 1965年の第 1 期は全

般的に I 型などの安定的な変動状態にあるものが

多かったが，第 2 期になると大都市圏を中心にE

型，皿型， N型などの急激に成長する状態に遷移

するものが多く， 1970年から 1975年の第 3 期には

成長傾向が弱まっている.これは日本全国におけ

る社会経済的な動向が，個々の市街地の状態遷移

正 E 
第 3 期( 1970年-1975年)

t 

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



のイ γ プットとして重要な役割を果たしているこ

とを示している.状態遷移モデルのインプットと

してはこのようにすべての市街地に均等に入力さ

れるものがまず存在する.

次に個々の市街地に個別的になされる市街地の

条件変化が状態遷移のインプットとしては重要で

ある.地方小都市の周辺に高速道路のインターチ

ェンジがで、きたり，工場が誘致されたり，あるい

は住宅団地の建設や住宅地開発がなされるなど，

個別的なインプットが状態遷移をひきおこすこと

になる.

さらに広域的な地域の中で市街地がネットワー

ク構造を形成して互いに影響をおよぼし合ってい

るとすれば，近接している市街地，あるいは圏域

内で大きな影響力をもっ母都市の市街地が，他の

市街地の状態を遷移させるインプットとなり得

る.成長傾向の強い中核的都市の周辺に立地する

小市街地が衛星都市的に成長するなどと L 、うノ4 タ

ーンがそれである.

以上示したような各種のインプットによる状態

遷移における法則性を発見することにより，より

有用なモデルが作成されることになる.

3.3 状態遷移モデルの結合様式

これまで、のベた方法により個々の市街地の状態

遷移をモデル化することは可能であるが，このよ

うな市街地は地理的には独立していても，近接し

た市街地においては相互に何らかの関係を有して

いるものと考えられる.

たとえば独立的性格をもったある圏域があり，

その中核都市をAl とし，その周辺にその影響を強

く受ける A2' Aaとし、う小市街地がある場合， A1 

の状態が A2' A3 の状態遷移のインプットとなり

得ることは前述のとおりである.これは図 5 に示

すような個々の市街地の状態遷移モデルの直列結

合により表現することができる.またそれぞれの

市街地が無関係に個々独立に状態遷移をするとす

れば，図における波列結合でモデルを結合するこ

1982 年 2 月号

〔直列結合並列結合〕

図 E 状態遷移モデルの結合様式

Ab A2' Aa は個々の市街地の状態遷移モデル

ができる.

このようなー定の圏域内における市街地の状態

遷移モデルの直列結合の様式は，以下のようにさ

まざまなパターンが想定し得る.第 1 は母都市と

ともに近接する市街地も成長するパターンであ

り，第 2 は逆に母都市に人口や産業が集中的に集

積し，近接市街地が衰退するパターンであり，第

3 はこれらがそれぞれの市街地の条件により選択

的におこるパターンである.このような市街地相

互の結合関係について実態の解明を行ない，それ

をモデル化することにより，広域的なネットワー

クの中に市街地の変動を位置づけることが可能と

なろう.

次にこのような市街地全体を単位としたモデル

と，地区や街区など市街地の部分としての単位空

間ごとに作成される変動モデルとの結合を考えな

ければならない.ここでは地区レベルを単位とし

た変動モデルに関しての詳述は避けるが，図 6 に

示すように，地区を単位として人口密度とその変

化率により状態設定を行なうと，この状態の遷移

にも一定の法則が見いだせ，これを用いて市街地

全体を単位とした状態遷移モデルと同様の形式で

モテ申ル化が可能となろう.このような市街地内部

の地区を単位としたモデルと市街地全体の変動

モデルの結合に関しても検討が必要であると考え

る.

4. まとめ

以上，オートマタ理論を用いることを前提とし

て，市街地の状態遷移モテ'ルの形式に関して若干

の検討を行なった.最後にこのような形式をもっ
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ここで示した分析内容は文献[3Jな1) 
。
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刊
す

らびに続報に詳述する予定である.
〈コセ担副長岡去三件

本論では人口集中地区と市街地はま2) 

ったく同ーのものも指すことにする.モデ.ルの有効性について若干の私見をのベて結び

表は地方別のものは省略した.

市街化指数は戸沼幸市が市街地の規模を測定する

指標として案出したものであり，文献[6J に詳しい.

3) 

4) 

とする.

まず第 l にこのモテホルは，過去の市街地変動を

分析する枠組みを提示し，分析内容を総合的に把

握するために有効で、あると考える.第 2 に，この

ような分析を通して過去の変動を説明するモデル

が作成できれば，将来のモデルへのインプットを

想定したときの市街地変動を予見することが可能

となり，ある種の政策のテスターとして用いるこ

とが可能となろう.
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